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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第64期

第２四半期連結
累計期間 

第65期
第２四半期連結

累計期間 

第64期
第２四半期連結

会計期間 

第65期 
第２四半期連結 

会計期間 
第64期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  64,139  66,458  35,169  36,119  135,105

経常利益（百万円）  3,767  5,515  2,182  4,355  9,011

四半期（当期）純利益（百万円）  2,223  2,935  1,510  2,479  5,108

純資産額（百万円） － －  148,682  146,495  145,345

総資産額（百万円） － －  194,481  194,903  194,983

１株当たり純資産額（円） － －  2,177.25  2,230.16  2,212.63

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 32.56  44.69  22.12  37.74  76.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  76.5  75.2  74.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 8,459  4,130 － －  18,873

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,273  △2,229 － －  △731

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,761  △1,054 － －  △8,197

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  53,699  54,153  53,651

従業員数（人） － －  5,840  5,885  5,848
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む）であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 5,885      

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 3,525      
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び連結子会社）全体の生産実績のうち、当社の生産実績が大半を占めるため、当社

の生産実績を記載しております。 

 （注）１．金額は当社の製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    (2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び連結子会社）全体の受注高のうち、当社の受注高が大半を占めるため、当社の受

注高を記載しております。 

 （注）１．金額は当社の販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

金融市場（百万円）  5,347  －

流通・交通市場（百万円）  3,400  －

遊技市場（百万円）  1,773  －

海外市場（百万円）  5,362  －

報告セグメント計（百万円）  15,883  －

その他（百万円）  676  －

合計（百万円）  16,559  －

セグメントの名称 
受注高

（百万円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比
（％）  

金融市場  1,172  －  965  －

流通・交通市場  68  －  59  －

遊技市場  －  －  －  －

海外市場  －  －  －  －

報告セグメント計  1,241  －  1,025  －

その他  21  －  4  －

合計  1,262  －  1,030  －
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(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループにおける新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

当社は、平成22年8月31日開催の取締役会において、イタリア有数の貨幣処理機の販売会社であるSitrade Italia 

S.p.A.の株式を取得し、子会社化することを決議し、平成22年9月15日に同社の創業家株主との間で、同年10月１日

を株式売買実行日とする株式売買契約を締結いたしました。 

なお、詳細につきましては、『第５ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）』に

記載のとおりであります。 

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

金融市場（百万円）  12,945  －

流通・交通市場（百万円）  7,566  －

遊技市場（百万円）  6,018  －

海外市場（百万円）  6,251  －

報告セグメント計（百万円）  32,782  －

その他（百万円）  3,337  －

合計（百万円）  36,119  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、新興国の経済成長を背景とする輸出の伸びや政府の消費刺

激策の効果等により緩やかな回復傾向がみられましたが、欧米経済の減速傾向に、第２四半期後半から急激な円高

が加わり、景気の先行きについては不透明な状況にあります。 

 こうした状況のなか、当社グループは、「2011中期経営計画」の２年目として、「世界的視野でビジネスチャン

スを捉え、新たな成長ステージへ飛躍する！」という基本方針の下、新製品の販売促進による市場の喚起と深掘

り、海外生産・調達の拡大によるコストダウン、子会社の統廃合による経営の効率化など、国内外において積極的

な施策を展開してまいりました。特に、「ビジネス戦略」の中で“成長市場”と位置づけている海外市場のさらな

る事業拡大を目的に、欧州における当社最大の販売代理店 Sitrade Italia S.p.A.を本年10月１日付で子会社化す

ることを本年８月に決議するなど、販売体制の強化を進めてまいりました。 

 当第２四半期連結会計期間におきましては、国内の金融市場では新製品の積極投入等により更新需要を確実に捉

え、販売は順調に推移いたしました。海外市場では、販売網の整備・拡充等を推進したことにより、特に中国を始

めとしたアジアにおける販売が好調に推移いたしました。また、体質強化戦略の一環として、一層の経費削減と製

造原価の低減を推進したことにより、利益率が向上いたしました。 

 この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は36,119百万円（前年同期比2.7％増）となりました。このう

ち、商品及び製品売上高は28,084百万円（前年同期比2.5％増）、保守売上高は8,034百万円（前年同期比3.2％

増）でありました。利益につきましては、営業利益は3,985百万円（前年同期比111.7％増）、経常利益は4,355百

万円（前年同期比99.6％増）となりました。また、四半期純利益は2,479百万円（前年同期比64.1％増）となりま

した。 

 セグメント別概況 

 報告セグメント別にみますと、次のとおりであります。 

（金融市場） 

 主要製品であるオープン出納システムの販売は、現行機に加え、中小規模店舗向けのコンパクトタイプを投

入したことにより、好調に推移しました。また、ＯＥＭ商品である窓口用入出金システムの販売も、更新需要

により好調に推移いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、12,945百万円となりました。営業利益につきましては、1,761百万円

となりました。 

（流通・交通市場） 

 スーパー・専門店で設備投資や新規出店の抑制傾向が続くなど、市場環境は厳しい状況にあったものの、主

要製品であるレジつり銭機やＯＥＭ商品である店舗入出金機等の拡販に努め、販売は堅調に推移いたしまし

た。 

 この結果、当セグメントの売上高は、7,566百万円となりました。営業利益につきましては、694百万円とな

りました。 

（遊技市場） 

 カードシステム等に対する設備投資の抑制傾向に加え、市場競争激化の影響もあり、当市場における販売は

低調に推移いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、6,018百万円となりました。営業利益につきましては、425百万円とな

りました。 

（海外市場） 

 ＯＥＭ商品であるＡＴＭ用紙幣入金ユニットの販売やアジアにおける紙幣入金整理機・小型紙幣入金機の販

売が好調であったものの、欧米において窓口用紙幣入出金機の販売が低調であったため、当市場全体としては

前年同期並みの売上となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、6,251百万円となりました。営業利益につきましては、743百万円とな

りました。 

  

 その他の事業セグメントにつきましては、ＯＥＭ商品である公営競馬場向け当選金払出ユニットや券売機の

販売が好調に推移いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、3,337百万円となりました。営業利益につきましては、360百万円とな

りました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等

の開示に関する会計基準の適用指針」を適用し、セグメント区分を変更したため、各セグメントの対前年同期と

の金額比較は記載しておりません。 

 上記金額には消費税等は含まれておりません。  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四半期連結会

計期間末に比べ3,482百万円増加し、54,153百万円となりました。なお、前第２四半期連結会計期間の資金は

10,587百万円増加しております。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、5,310百万円となりました。これは主にたな卸資産の増加598百万円の資金

の減少要因があったものの、税金等調整前四半期純利益が3,808百万円、減価償却費1,582百万円の資金の増加

要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、1,828百万円となりました。これは主に投資有価証券の売却及び償還によ

る収入1,000百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出609百万円、投資有価証券の取得による支

出1,728百万円があったことによるものであります。有形固定資産の取得は、主に製品の製造に係る金型・治

工具類であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、96百万円となりました。これは主に短期借入金の増加378百万円によるも

のであります。  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社は、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付行為を抑止するために、「当社株券等の

大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導入しており、その具体的

な内容は、以下のとおりであります。 

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を継続的に確保、向上させていくことを可能とす

る者である必要があると考えております。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられ

るべきものと考えており、また、当社は、当社が発行者である株券等（以下「当社株券等」といいます。）の大

量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、何らこれを否定するものではあり

ません。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

特に、国内外で貨幣処理事業を営み、貨幣処理業務の効率化に加え、世界各国の通貨システムを支える重要な

側面も担っている当社にとって、社会から求められる高い信頼性を維持し、製品の安定的な供給を通じて当社が

さらに発展していくためには、当社の企業理念、通貨処理事業に欠かせない様々な技術力やノウハウ、お客様・

取引先・地域社会等ステークホルダーとの信頼関係等、当社企業価値の源泉を十分理解することが必要不可欠で

あります。 

従って、これらの当社企業価値の源泉に対する理解がないまま、当社株券等に対する大量買付がなされた場合

には、当社の企業価値・株主共同の利益が大きく毀損されることとなります。 

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を講じることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えております。  
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② 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

１）本プランの目的 

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、前述の基本方針に

沿って、平成19年12月26日開催の取締役会及び平成20年6月27日開催の第62回定時株主総会の決議に基づき導入

した「当社株券等の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」を一部改定し、平成22年6月25日開催の第

64回定時株主総会の決議により継続的に導入したものであります。 

具体的には、当社株式に対する大量買付が行われる際に、当該大量買付に応じるべきか否かを当社株主が判

断し、または取締役会が当社株主に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保するとともに、当社株主

のために、買付者と協議・交渉等を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に

反する大量買付を抑止するものであります。 

２）本プランの概要 

1.手続の設定 

本プランは、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付その

他の取得、または、(ii)当社が発行者である株券等について、公開買付けの後における株券等の株券等所有

割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付けのいずれかに該当する当社株券

等の買付もしくはこれに類似する行為またはその提案がなされる場合（以下「大量買付行為」といい、大量

買付行為を行おうとする者を「大量買付者」といいます。）を適用対象とする手続をあらかじめ設定してお

ります。 

2.情報提供の要求 

大量買付者には、大量買付行為の開始に先立ち買付内容等の検討に必要な情報を取締役会に対して提供し

ていただきます。 

3．独立委員会による検討・勧告等 

独立性の高い社外取締役等から構成される独立委員会は、大量買付者または取締役会から提供された情

報、買付等に対する意見、代替案等を検討します。大量買付者が本プランに定める手続を遵守しない場合や

大量買付行為の内容が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれがあるときなど所定の要件を充足

し、新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対し、新株

予約権の無償割当ての実施を勧告します。大量買付行為が所定の要件に該当しない場合等には、独立委員会

は、新株予約権無償割当ての不実施を勧告します。なお、独立委員会が新株予約権の無償割当てを実施すべ

き旨の勧告を行うにあたって適切と判断する場合は、予め当該実施に関して株主の意思を確認するべき旨の

留保を付すことができます。 

4．取締役会の決議／株主意思確認総会の開催 

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施または不実施等

に関する会社法上の機関としての決議を行います。ただし、取締役会は、当社株主の意思を確認することが

実務上可能であり、かつ、法令及び当社取締役の善管注意義務等に照らし適切であると判断する場合、また

は、独立委員会が新株予約権の無償割当ての実施に関して当社株主の意思を確認するべき旨の留保を付した

勧告をした場合には、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する当社株主の意思を確認す

ることができます。  

３）本プランの合理性 

当社は、以下の理由から本プランは合理性が高いものと考えております。 

1.買収防衛策に関する指針の要件を充足 

本プランは、経済産業省及び法務省が発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収

防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しております。 

2.株主意思の重視 

本プランは、平成22年6月25日開催の第64回定時株主総会の決議に基づき導入されております。また、大量

買付行為に対する本プランの発動の是非についても、株主総会において当社株主の意思を確認することがで

きます。 

3.独立委員会の設置・判断 

本プランを適正に運用し、当社取締役によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の合理

性、公正性を担保するため、独立社外者のみから構成される独立委員会を設置しています。取締役会は、独

立委員会の勧告を最大限尊重して会社法上の機関としての決議を行うこととしております。 
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4.合理的な客観的要件の設定 

本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、取締役会によ

る恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されております。 

5.外部専門家の意見の取得 

独立委員会は、その判断にあたり、当社の費用で、取締役会及び独立委員会から独立した外部専門家の助

言を受けることができるものとされ、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組み

となっております。 

6.本プランの廃止 

当社株主総会または取締役会により、本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該

決議に基づき廃止されることになります。 

４）本プランの公開 

本プランの詳細は、当社ウェブサイトに掲載の平成22年3月26日付プレスリリース「当社株券等の大量買付行

為等に関する対応策（買収防衛策）の継続的導入に関するお知らせ」をご参照ください。 

当社ウェブサイト http://www.glory.co.jp 

(4）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,249百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「２．事業等のリスク」に記載のとおり、前事業年度よ

り重要な変更はありませんが、欧州における経済情勢の悪化や、予想の範囲を超える為替相場の変動により、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

当社グループといたしましては、売上高の拡大と経営成績の維持・発展を図るため、「2011中期経営計画」の

２年目として、「ビジネス戦略」、「体質強化戦略」、「グループ体制強化戦略」を積極的に推進することによ

り、経営基盤の一層の強化に取り組んでまいります。 

具体的には、国内の金融市場及び流通・交通市場では、主要製品の更新需要を確実に獲得するとともに、新製

品の積極展開により新規需要を喚起し、売上拡大を図ってまいります。また、遊技市場では、新製品や新サービ

スの積極展開を行ってまいります。海外市場では、販売網の拡充、高付加価値製品の新規投入等により、売上拡

大を図ってまいります。 

利益面につきましては、開発効率や生産性の向上、海外生産・海外調達の拡大等コストダウン策の推進によ

り、利益体質の強化を図ってまいります。 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、現金及び現金同等物が前第２四半期連結会計期間末に比べ454百万円増加し、

54,153百万円となりました。また、前連結会計年度末に比べ502百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状

況は下記のとおりであります。   

営業活動の結果得られた資金は、主にたな卸資産の増加598百万円の資金の減少要因があったものの、税金等調

整前四半期純利益が3,808百万円、減価償却費1,582百万円の資金の増加要因により5,310百万円となりました。投

資活動の結果使用した資金は、主に投資有価証券の売却及び償還による収入1,000百万円があったものの、有形固

定資産の取得による支出609百万円、投資有価証券の取得による支出1,728百万円があったことにより1,828百万円

となりました。財務活動の結果得られた資金は、主に短期借入金の増加378百万円により96百万円となりました。 

なお、流動比率につきましては、303.0％となっており、資金面での問題はありません。 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めて

おります。  

 企業理念である「私たちは『求める心とみんなの力』を結集し、セキュア（安心・確実）な社会の発展に貢献

します」の精神の下、継続的に企業価値の向上を図ってまいりました。今後も引き続き、当社グループの独自技

術を搭載した貨幣処理機等の開発及び提供を通じて“社会の発展に貢献する”という使命を果たすことによっ

て、企業価値の向上を追求してまいります。 

具体的には、平成21年４月よりグローバル展開を主眼とした「2011中期経営計画」を推進中であり、「ビジネ

ス戦略」、「体質強化戦略」、「グループ体制強化戦略」を柱として、開発・生産・販売等の機能強化、新市場

の開拓など、様々な施策を展開してまいります。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  150,000,000

計  150,000,000

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
(平成22年９月30日) 

提出日現在発行数（株）
(平成22年11月11日) 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  68,638,210  68,638,210
東京証券取引所（市場第一部） 

大阪証券取引所（市場第一部） 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。 

計  68,638,210  68,638,210 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備 
金増減額 

（百万円） 

資本準備
金残高 

（百万円） 

平成22年７月１日～
平成22年９月30日 

 －  68,638 －  12,892  －  20,629
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 （注）１．当社は、自己株式 2,949,831株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、

同行の信託業務に係るものであります。 

３．日本生命保険相互会社及びその共同保有者１社から平成22年４月７日付（報告義務発生日平成22年３月31

日）で提出された大量保有（変更）報告書により、それぞれ以下のとおり株式を共同保有している旨の報告を

受けておりますが、当社としては、当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができません

ので、株主名簿上の所有株式数を上記「大株主の状況」に記載しております。 

 なお、その大量保有（変更）報告書の内容は、次のとおりであります。 

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号  4,058  5.91

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１  3,327  4.85

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505223 

（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS U.S.A.

（東京都千代田区丸の内１丁目３番３号） 
 3,140  4.57

全国共済農業協同組合連合会 
東京都千代田区平河町２丁目７番９号 

全共連ビル 
 3,082  4.49

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号  2,645  3.85

龍田紡績株式会社 兵庫県姫路市東延末２６４  2,226  3.24

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号  2,100  3.06

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 

（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS U.S.A.

（東京都千代田区丸の内１丁目３番３号） 
 1,789  2.61

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３－１  1,715  2.50

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505019 

（常任代理人 香港上海銀行） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 

IFSC DUBLIN. IRELAND 

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 

 1,477  2.15

計 －  25,563  37.24

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番１２号  4,455  6.38

ニッセイアセットマネジメント株式

会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号   1,557   2.23

 計 －  6,013  8.61
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４．エムエフエス・インベストメント・マネジメント株式会社及びその共同保有者１社から平成22年４月19日付

（報告義務発生日平成22年４月15日）で提出された大量保有（変更）報告書により、それぞれ以下のとおり株

式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、当第２四半期会計期間末時点における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

 なお、その大量保有（変更）報告書の内容は、次のとおりであります。 

５．野村證券株式会社及びその共同保有者１社から平成22年９月24日付（報告義務発生日平成22年９月15日）で

提出された大量保有（変更）報告書により、それぞれ以下のとおり株式を共同保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社としては、当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記「大株主の状況」には含めておりません。 

 なお、その大量保有（変更）報告書の内容は、次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合（％） 

エムエフエス・インベストメント・

マネジメント株式会社 
東京都千代田区霞ヶ関一丁目４番２号   184   0.26

マサチューセッツ・ファイナンシャ

ル・サービセズ・カンパニー 

アメリカ合衆国、マサチューセッツ州、ボ

ストン、ボイルストン・ストリート５００ 
  4,875   6.98

 計 －  5,059  7.25

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号   115   0.17

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号   2,774   4.04

 計 －  2,889  4.21
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①【発行済株式】  

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております

が、議決権の数の欄には同機構名義の議決権30個は、含まれておりません。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － －   － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,949,800 －  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  65,672,700  656,697  － 

単元未満株式 普通株式  15,710 － 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数   68,638,210 － － 

総株主の議決権 －  656,697 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

グローリー株式会社 
兵庫県姫路市下手

野一丁目３番１号 
 2,949,800 －  2,949,800  4.30

計 －  2,949,800 －  2,949,800  4.30

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  2,418  2,366  2,145  2,066  2,024  2,091

最低（円）  2,251  1,968  1,930  1,900  1,702  1,783

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,070 37,417

受取手形及び売掛金 29,098 30,687

有価証券 22,700 18,789

商品及び製品 13,983 12,625

仕掛品 6,329 5,612

原材料及び貯蔵品 5,631 5,256

その他 9,147 9,757

貸倒引当金 △230 △524

流動資産合計 122,731 119,621

固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産合計 ※1  35,389 ※1  35,609

無形固定資産   

のれん 2,302 2,681

その他 3,552 3,596

無形固定資産合計 5,855 6,277

投資その他の資産   

投資有価証券 15,717 18,505

その他 17,272 16,850

貸倒引当金 △2,062 △1,881

投資その他の資産合計 30,926 33,474

固定資産合計 72,171 75,361

資産合計 194,903 194,983

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,693 13,272

短期借入金 11,105 11,060

未払法人税等 1,475 1,789

賞与引当金 3,997 3,631

その他 9,231 11,542

流動負債合計 40,503 41,295

固定負債   

退職給付引当金 3,373 3,196

その他 4,530 5,145

固定負債合計 7,903 8,342

負債合計 48,407 49,637
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,892 12,892

資本剰余金 20,629 20,629

利益剰余金 120,090 120,636

自己株式 △5,814 △8,178

株主資本合計 147,798 145,981

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △380 △165

為替換算調整勘定 △922 △470

評価・換算差額等合計 △1,302 △635

純資産合計 146,495 145,345

負債純資産合計 194,903 194,983
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 64,139 66,458

売上原価 41,902 41,170

売上総利益 22,237 25,288

販売費及び一般管理費 ※1  19,594 ※1  20,179

営業利益 2,643 5,108

営業外収益   

受取利息 188 178

受取配当金 194 412

保険返戻金 486 119

その他 434 169

営業外収益合計 1,304 880

営業外費用   

支払利息 106 81

為替差損 － 335

その他 73 57

営業外費用合計 180 474

経常利益 3,767 5,515

特別利益   

貸倒引当金戻入額 97 73

投資有価証券売却益 232 －

リース解約損失引当金戻入額 － 55

その他 86 51

特別利益合計 416 180

特別損失   

固定資産除却損 160 61

投資有価証券評価損 153 200

退職給付費用 － 257

減損損失 － 358

その他 215 64

特別損失合計 529 942

税金等調整前四半期純利益 3,653 4,753

法人税等 1,430 1,818

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,935

四半期純利益 2,223 2,935

2010/11/12 13:26:2310685979_第２四半期報告書_20101112132602

- 17 -



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 35,169 36,119

売上原価 23,262 21,865

売上総利益 11,906 14,253

販売費及び一般管理費 ※1  10,024 ※1  10,268

営業利益 1,882 3,985

営業外収益   

受取利息 98 91

受取配当金 63 76

保険返戻金 － 107

法人税等還付加算金 82 1

その他 163 160

営業外収益合計 407 437

営業外費用   

支払利息 52 38

その他 55 28

営業外費用合計 107 67

経常利益 2,182 4,355

特別利益   

固定資産売却益 1 －

投資有価証券売却益 232 －

貸倒引当金戻入額 78 13

リース解約損失引当金戻入額 － 22

その他 72 6

特別利益合計 383 42

特別損失   

固定資産除却損 147 48

投資有価証券評価損 17 172

減損損失 89 358

その他 88 9

特別損失合計 343 588

税金等調整前四半期純利益 2,222 3,808

法人税等 711 1,329

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,479

四半期純利益 1,510 2,479
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,653 4,753

減価償却費 3,851 3,180

減損損失 － 358

受取利息及び受取配当金 △383 △591

支払利息 106 81

賞与引当金の増減額（△は減少） △122 371

売上債権の増減額（△は増加） 2,940 1,226

たな卸資産の増減額（△は増加） 571 △2,880

仕入債務の増減額（△は減少） △3,781 1,790

その他 △707 △2,955

小計 6,130 5,334

利息及び配当金の受取額 388 569

利息の支払額 △103 △86

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 2,044 △1,686

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,459 4,130

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △285 △171

定期預金の払戻による収入 1,852 110

有形固定資産の取得による支出 △2,643 △2,071

無形固定資産の取得による支出 △171 △481

投資有価証券の取得による支出 △604 △1,785

投資有価証券の売却及び償還による収入 5,037 2,000

その他 87 170

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,273 △2,229

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △422 305

長期借入金の返済による支出 △314 △242

配当金の支払額 △1,023 △1,116

その他 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,761 △1,054

現金及び現金同等物に係る換算差額 80 △344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,052 502

現金及び現金同等物の期首残高 42,998 53,651

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 648 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  53,699 ※1  54,153
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、連結子会社であったグローリー機器株式

会社、播磨グローリー株式会社及びグローリーテック株式会社は合併し、

播磨グローリー株式会社及びグローリーテック株式会社は解散したため、

連結の範囲から除いております。なお、合併後の企業名称はグローリープ

ロダクツ株式会社となっております。 

  （2）変更後の連結子会社の数 

15社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。これに伴う損益に与える影響は、軽微であります。 

  （2）企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 

平成20年12月26日）を適用しております。 
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「リース解約損失引当

金戻入額」は、特別利益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとし

ました。 

なお、前第２四半期連結累計期間における「リース解約損失引当金戻入額」の金額は 百万円であります。 

２．前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「減損損失」は、特別

損失の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。 

なお、前第２四半期連結累計期間における「減損損失」の金額は 百万円であります。 

３．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

42

89

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」は、当第２四半期連結累計期間において、金額的重要性が増し

たため、「その他」から区分掲記しております。 

なお、前第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「減損損失」は 百万円であります。 89

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」は、

営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。 

なお、前第２四半期連結会計期間における「保険返戻金」の金額は 百万円であります。 

２．前第２四半期連結会計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「リース解約損失引当

金戻入額」は、特別利益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとし

ました。 

なお、前第２四半期連結会計期間における「リース解約損失引当金戻入額」の金額は 百万円であります。 

３．前第２四半期連結会計期間まで区分掲記しておりました「固定資産売却益」は、特別利益の総額の100分の20以

下となったため、当第２四半期連結会計期間では特別利益の「その他」に含めております。 

なお、当第２四半期連結会計期間における「固定資産売却益」の金額は 百万円であります。 

４．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

79

39

0
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法   当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定

する方法によっております。 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ、正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
  
  

当第２四半期連結累計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年９月30日） 

 税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法

人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 当社の連結子会社であった播磨グローリー株式会社及びグローリーテック株式会社の退職一時金制度における退職給

付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更しております。この変更は、グローリープロダクツ株式会社（旧グローリ

ー機器株式会社）に吸収合併されたことに伴い、原則法対象会社になったためであります。 

 この変更により、当第２四半期連結累計期間において、簡便法と原則法の差額257百万円を特別損失に計上しており

ます。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。なお、減価償却累計額には、減損損失累計

額が含まれております。  

66,392 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。なお、減価償却累計額には、減損損失累計

額が含まれております。 

67,518

 ２ 保証債務 

(1）従業員（住宅資金）の銀行からの借入金に対し保

証を行っております。 

 ２ 保証債務 

(1）従業員（住宅資金）の銀行からの借入金に対し保

証を行っております。 

  百万円67   百万円70

(2）当社グループの得意先が抱えるリース債務に対し

保証を行っております。 

(2）当社グループの得意先が抱えるリース債務に対し

保証を行っております。 

  百万円2,409   百万円2,818

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 6,154百万円

賞与引当金繰入額  1,405  

退職給付引当金繰入額  728  

減価償却費 1,235  

賃借料 1,912  

給料手当 6,085百万円

賞与引当金繰入額  1,710  

退職給付引当金繰入額  562  

減価償却費 1,106  

賃借料 1,843  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 3,034百万円

賞与引当金繰入額  738  

退職給付引当金繰入額  372  

減価償却費 637  

賃借料 940  

給料手当 2,981百万円

賞与引当金繰入額  854  

退職給付引当金繰入額  280  

減価償却費 552  

賃借料 905  
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年9月30日現在） （平成22年9月30日現在）

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 42,548

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,357

マネー・マネージメント・ファンド 585

フリー・ファイナンシャル・ファン

ド 

103

譲渡性預金 13,820

現金及び現金同等物 53,699

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 36,070

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,116

譲渡性預金 19,200

現金及び現金同等物 54,153

（株主資本等関係）

普通株式 株 68,638,210

普通株式 株 2,949,831

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  1,116  17  平成22年３月31日  平成22年６月28日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  1,116  17  平成22年９月30日  平成22年12月６日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、商品及び製品の機能別種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要な商品及び製品は、次のとおりであります。 

貨幣処理機及び貨幣端末機……………オープン出納システム、硬貨包装機、窓口用紙幣・硬貨入出金機、

売上金紙幣・硬貨入金機、紙幣・硬貨レジつり銭機、乗車券販売窓

口用現金管理機、紙幣入金機、紙幣入金ユニット、紙幣整理機、窓

口用紙幣入出金機、ＩＣカード対応食堂システム、病院向け診療費

支払機、選挙用自書式投票用紙分類機 

自動販売機及び自動サービス機器……たばこ販売機、コインロッカー、券売機、プリペイドカードシステ

ム、パチンコ景品払出機、玉・メダル貸し機、玉・メダル計数機、

紙幣両替機、ホール会員管理機、多能式紙幣両替機、自動契約受付

機 

その他の商品及び製品…………………自動窓口受付システム、金利表示ボード、鍵管理機、その他メンテ

ナンス部品 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

貨幣処理機
及び貨幣端
末機 
（百万円） 

自動販売機
及び自動サ
ービス機器 
（百万円） 

その他の商
品及び製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  21,071  9,100  4,997  35,169  －  35,169

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  1,280  1,280  △1,280  －

計  21,071  9,100  6,278  36,450  △1,280  35,169

営業利益  575  1,069  214  1,859  23  1,882

  

貨幣処理機
及び貨幣端
末機 
（百万円） 

自動販売機
及び自動サ
ービス機器 
（百万円） 

その他の商
品及び製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  37,665  17,599  8,875  64,139  －  64,139

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  2,427  2,427  △2,427  －

計  37,665  17,599  11,302  66,567  △2,427  64,139

営業利益  636  1,628  348  2,614  28  2,643
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前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

米州  ： 米国、カナダ、中南米諸国 

欧州  ： ヨーロッパ諸国、中東及びアフリカ諸国 

アジア ： 東アジア及び東南アジア諸国、オセアニア諸国 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  31,506  1,034  2,057  570  35,169  －  35,169

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,637  0  6  640  2,284  △2,284  －

計  33,143  1,035  2,063  1,211  37,454  △2,284  35,169

営業利益（又は営業損失）  1,703  △5  3  180  1,882  －  1,882

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  56,761  2,049  4,212  1,115  64,139  －  64,139

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 2,613  0  6  1,144  3,764  △3,764  －

計  59,374  2,050  4,218  2,260  67,904  △3,764  64,139

営業利益（又は営業損失）  2,564  △87  △78  244  2,643  －  2,643
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前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

米州  ： 米国、カナダ、中南米諸国 

欧州  ： ヨーロッパ諸国、中東及びアフリカ諸国 

アジア ： 東アジア及び東南アジア諸国、オセアニア諸国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,926  3,696  1,063  6,686

Ⅱ 連結売上高（百万円）        35,169

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 5.5  10.5  3.0  19.0

  米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  3,844  7,229  1,988  13,062

Ⅱ 連結売上高（百万円）        64,139

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 6.0  11.3  3.1  20.4
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【セグメント情報】  

１．報告セグメントの概要 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成

22年７月１日 至平成22年９月30日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、製品・サービスについて、各市場毎に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループのセグメントは、市場別に構成されており、「金融市場」、「流通・交通市場」、「遊技

市場」、「海外市場」の４つを報告セグメントとしております。 

 各セグメントの概要は、以下のとおりです。 

 「金融市場」……………国内の金融機関、日本郵政、ＯＥＭ先等への販売・保守  

 「流通・交通市場」……国内のスーパーマーケット、百貨店、警備輸送会社、鉄道会社等への販売・保守  

 「遊技市場」……………国内の遊技場（パチンコホール等）への販売・保守 

 「海外市場」……………海外の金融機関、警備輸送会社、カジノ、ＯＥＭ先等への販売・保守 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内のたばこ販売店、たばこメー

カー、病院、自治体、企業等への販売・保守事業を含んでおります。 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注） 

合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 金融市場 

流通・ 
交通市場 

遊技市場 海外市場 計

売上高                   

外部顧客への売

上高 
21,579 13,571 12,166 13,486 60,803 5,654 66,458 － 66,458 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

－ － － － － － － － － 

計 21,579 13,571 12,166 13,486 60,803 5,654 66,458 － 66,458 

セグメント損益 2,178 1,180 528 1,137 5,024 84 5,108 － 5,108 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注） 

合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 金融市場 

流通・ 
交通市場 

遊技市場 海外市場 計

売上高                   

外部顧客への売

上高 
12,945 7,566 6,018 6,251 32,782 3,337 36,119 － 36,119 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

－ － － － － － － － － 

計 12,945 7,566 6,018 6,251 32,782 3,337 36,119 － 36,119 

セグメント損益 1,761 694 425 743 3,625 360 3,985 － 3,985 
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 当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められません。 

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められません。 

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  2,230.16 円 １株当たり純資産額  2,212.63 円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  32.56 円 １株当たり四半期純利益金額  44.69 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  2,223  2,935

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,223  2,935

期中平均株式数（株）  68,289,492  65,688,576

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  22.12 円 １株当たり四半期純利益金額  37.74 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  1,510  2,479

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,510  2,479

期中平均株式数（株）  68,289,453  65,688,411
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 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、前連結会計年度末に比べてリー

ス取引残高に著しい変動は認められません。 

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（株式取得による会社の買収） 

１．概要 

当社は、平成22年8月31日開催の取締役会において、イタリア有数の貨幣処理機の販売会社であるSitrade 

Italia S.p.A.の株式を取得し、子会社化することを決議し、平成22年10月１日付で株式を取得いたしました。 

２．株式取得の理由 

当社は、中期経営計画の中で、成長ビジネスである海外事業を加速展開するため、欧米や中国を中心に販売網

の整備拡充を推進してまいりました。 

このような背景の中、欧州地域における当社最大の販売代理店Sitrade Italia S.p.A.を子会社化し、グループ

に加えることにより、同社の持つ顧客情報・販売ノウハウを活かし、イタリアだけでなく、欧州全域でのさらな

る事業拡大を目指してまいります。 

Sitrade Italia S.p.A.は、30年以上にわたり、当社代理店として成長発展してきた会社であり、欧州で当社製

品の最大の取扱量を誇る有力代理店です。また、同社は、顧客対応力に優れ、特に、システム製品の販売ノウハ

ウ、ソフト開発力に強みを持ち、当社のブランド力と製品開発力を相互に共有することにより顧客ニーズに一層

的確に対応することが可能となり、当社グループの成長がさらに加速されるものと判断し、株式を取得いたしま

した。 

３．株式取得の相手の名称 

Sitrade Italia S.p.A. 創業家のGabriele Conti 及び Gian Luca Conti の２氏 

４．買収した会社の名称、事業内容、規模 

 (1）会社の名称 

   Sitrade Italia S.p.A. 

 (2）事業内容 

   通貨処理機器等の販売及び保守 

 (3）規模（平成21年12月31日現在） 

   資本金    620千ユーロ 

   総資産 41,292千ユーロ 

   売上高 46,983千ユーロ 

５．株式取得の時期 

  平成22年10月１日 

６．取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

  取得した株式の数 316,200株 

  取得価額（暫定） 30,380千ユーロ（ただし、株式売買契約に従い、払い込み済み額からの不足額を支払う等

の調整をいたします。） 

  取得後の持分比率 51％ 

７．支払資金の調達 

  自己資金 

（リース取引関係）
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 平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………  1,116百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………  17円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月６日 

 （注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

（ニ）上記中間配当に伴う利益準備金の積立額はありません。 

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成21年11月９日

グローリー株式会社   

  取締役会 御中     

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 芝池  勉   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木村 幸彦  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 朋之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグローリー株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、グローリー株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成22年11月５日

グローリー株式会社   

  取締役会 御中     

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 芝池  勉   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木村 幸彦  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 朋之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグローリー株式

会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、グローリー株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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